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島根大学、島根県歯科医師会、国立保健医療科学院などの共同研究チームは、島根県内の

高齢者を対象とした調査により、客観的な咀嚼能力（噛む力）の低下や低位での停滞が、そ

の後の要介護認定や死亡のリスクを大幅に高めることを明らかにしました。この研究成果

は、国際学術誌に掲載されました。 

 

◆本件のポイント！  

 2 年間の「噛む力」の変化を追跡： グミゼリーを用いた客観的な測定に基づき、高齢

者の咀嚼能力の変化と健康リスクの関連を調査。 

 低下・停滞グループでリスク増： 高い状態を維持している人に比べ、噛む力が低下し

た人（約 1.75倍）や低いままの人（約 1.86倍）は、要介護または死亡のリスクが有

意に高いことが判明。 

 噛む力の「回復」が重要： 一度低下した噛む力が改善したグループでは、維持グルー

プと比較して統計的に有意なリスク低下は見られず、早期発見・治療による「咀嚼能力

の回復」が健康寿命の延伸に重要である可能性が示唆されました。 

 客観的評価の有用性を証明： 島根県の歯科健診で独自に行っている客観的な咀嚼能力

測定が、高齢者の将来の健康リスクの重要な指標となることを改めて裏付けました。 

 

◆本件の概要  

〈研究の背景と意義〉 

超高齢社会の日本において、口腔機能の低下（オーラルフレイル）を早期に発見し、対策を講じ

ることは喫緊の課題です。これまで、一度の歯科健診における口腔状態と健康リスクの関係につ

いては報告がありましたが、「咀嚼能力が時間とともにどのように変化し、それが将来のリスクに

どう影響するか」という継続的な視点でのエビデンスは世界的に不足していました。島根大学・

島根県歯科医師会等の研究チームは、島根県後期高齢者医療広域連合が実施する「後期高齢者歯

科口腔健康診査」のデータを活用し、この重要な課題に取り組んできました。本研究の結果は、

定期的な歯科健診を通じて自分の「噛む力」を客観的に把握し、それを維持していくことの重要

性を裏付けるものです。噛む力の低下は、低栄養や認知機能の低下を招き、早期の全身の衰えに

つながる可能性があります。今後は、どのような介入（義歯の調整や口腔トレーニングなど）が、

地域住民の介護予防や死亡リスクの低減や生活の質の改善に結びつくのか、さらなる研究が期待

されます。大学および関係機関は、本知見を地域の歯科保健活動に反映させ、高齢者の健康寿命

延伸に貢献してまいります。 

 

「噛む力」の経時的な低下が介護・死亡リスクを高めることが判明 

～島根県内の高齢者の追跡調査から、口腔機能「維持」の重要性が浮き彫りに～ 
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◆本件の連絡先 

〈研究に関する問合せ先〉 

島根大学研究・学術情報本部地域包括ケア教育研究センター 

講師 安部 孝文 

電話： 0853-88-3092 
 

島根大学医学部歯科口腔外科学教室 

講師 松田 悠平 

電話：0853-20-2301 
 

島根県歯科医師会 

副会長 松浦 良二 

電話：0852-24-2725 
 

〈島根県後期高齢者歯科口腔健康診査に関する問い合わせ先〉 

島根県後期高齢者医療広域連合 

事業課 保健事業係 

電話：0852-40-0043 
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図 咀嚼能力（噛む力）の 2 年間の変化パターン別にみた、要介護認定・死亡の累積生存

率 

グミゼリーを用いた客観的な咀嚼能力測定の 2年間の変化に基づき、対象者を 4 つの群に

分類した。縦軸は追跡期間中に要介護認定または死亡が生じなかった人の割合（累積生存

率）、横軸は追跡期間（月）を示す。 

・High-High（青）：高い状態を維持した群 

・High-Low（赤）：高い状態から低下した群 

・Low-Low（緑）：低いまま停滞した群 

・Low-High（黄）：低い状態から改善（回復）した群 

高い状態を維持した群（High-High）が最も高い生存率を保ったのに対し、低下した群

（High-Low）および低いまま停滞した群（Low-Low）では生存率が大きく低下した。一

方、改善した群（Low-High）は生存率の低下が抑制されており、噛む力の低下・低位での

停滞がその後の要介護・死亡リスクを高めること、ならびにリスクの低下には咀嚼能力の

「回復」が重要である可能性を示している。 
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